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国営東京臨海広域防災公園維持管理業務民間競争入札実施要項(案) 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下

「法」という。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サー

ビスによる利益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見

直しを行い、その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を

適切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現す

ることを目指すものである。 

上記を踏まえ、関東地方整備局は、公共サービス改革基本方針（平成２１年７月１０

日閣議決定）別表において民間競争入札の対象として選定された国営東京臨海広域防災

公園運営維持管理業務（以下「本業務」という。）について、公共サービス改革基本方

針に従って、本実施要項を定めるものとする。 
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１．対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき対象公共サー

ビスの質に関する事項 

 

1.1 対象施設の概要及び対象業務の内容 

（１）対象施設の概要 

 

＜対象施設＞ 

施設名称  国営東京臨海広域防災公園 
所在地   東京都江東区有明２丁目・３丁目 
敷地面積  ６．７ｈａ 

 

＜施設概要＞ 

体験学習施設（本部棟内） 
本部棟概要 

構造：鉄筋コンクリート造 一部鉄骨造 ２階建 延面積：９５１７．５㎡ 

うち、本業務の対象となる展示室関連室、事務室の面積は以下の通り 

１階 展示室１： 354.0 ㎡ 

１階 展示室２： 256.2 ㎡ 

１階 展示室３： 553.6 ㎡ 

１階 公園事務室：178.9 ㎡ 

１階 カフェコーナー：208.2 ㎡ 

２階 防災ギャラリー：307.7 ㎡ 

２階 レクチャールーム：352.9 ㎡ 

２階 情報ラウンジ：99.6 ㎡ 

園地工作物 
園地植栽 

※詳細は別紙８「管理数量一覧」を参照のこと。 

 

＜開園時間＞   

国営東京臨海広域防災公園（以下「本公園」という。）は、平成２２年夏の開

園を予定している。 
本業務の履行期間における開園日・開館日は原則として以下のとおり。 

公園（予定） 

期間 開園・休園 開園時間 

4月1日～12月30日 開園 06:00～20:00 

12月31日～1月1日 休園 － 

１月2日～3月31日 開園 06:00～20:00 
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体験学習施設（予定） 

期間 開館・休館 開館時間 

4月1日～12月30日 開館 09:30～17:00 毎週月曜日閉館予定 

12月31日～1月1日 休館 － 

１月2日～3月31日 開館 09:30～17:00 毎週月曜日閉館予定 

 

＜施設目的＞ 

本公園は、首都直下地震等の大規模な災害発生時に、現地における被災情報の

とりまとめや災害応急対策の調整を行う「緊急災害現地対策本部」等が置かれる

首都圏広域防災のヘッドクォーター及び広域支援部隊のコアベースキャンプ、災

害医療の支援基地として、東扇島地区（川崎市）の物流コントロールセンターと

一体的に機能する防災拠点施設であり、平成 13 年の都市再生プロジェクト第一

次決定に基づき事業化された。 
その後、首都圏広域防災拠点整備協議会における検討や都市公園法施行令の一

部改正を経て、平成 15 年に都市計画決定された、わが国で初めての国営防災公

園事業である。 
平常時には、関係機関が連携して防災に関する情報交換や各種シミュレーショ

ン・訓練など、発災時に備えた活動を行う場や、広く国民がさまざまな体験・学

習・訓練を通じて防災への関心を高め、実際に災害に対応できる知識や知恵、技

術、自助・共助の心を習得する場として、また臨海副都心の都市集積・集客性を

生かした魅力ある空間となるよう、整備するものである。 

 

（２）対象業務及び業務内容 

本業務は、本公園において、国営公園設置の意義を踏まえて、その効用を最大

限発揮させるべく、公園の運営維持管理全般について企画立案を行い、業務の実

施計画を策定し、その一元的管理方針のもとで、植物の育成・維持管理、工作物

等公園施設の維持管理、清掃、巡視・保安警備、利用者に対するサービスの提供、

利用者指導、救急、利用促進のための行催事や広報宣伝の企画・立案・実施など

多岐にわたる業務を総合的な調整のもと、相互連携を保ち、適切に進捗管理を行

いつつ実施するものである。 
また、委託費で行う行催事に加え、公園管理者の許可を受けた上で、独立採算

により各種行催事を開催するなど、参加者が防災に興味を持つとともに、公園の

利便性や魅力が高まるよう業務が効果的に行われることを期待するものである。 
 

本業務に含まれる対象業務は下記のとおりであり、その業務内容を以降に示す

（詳細は別紙１「仕様書」を参照のこと。）。 
本業務の実施にあたっては、受注者に委ねられる自由度が大きいことから、基

幹的広域防災拠点としての機能を適切に理解した上で、体験プログラムや訓練等
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の行催事を積極的に企画し、関係機関・協力者と密接に連携することが求められ

る。また、一定のサービス水準の維持及び利用者の安全確保のため、各業務を安

定的に行うとともに、事故・災害等緊急事案にも迅速な対応が可能となる管理体

制を整えることが必要である。 
 

※ 自主事業の内容については防災に関する普及啓発に関連するものを主とする

が、近隣に十分配慮したうえで、臨海副都心におけるアメニティ拠点としての

本公園の利用促進につながる行催事（利用料金を徴収するものを含む）、飲食

の提供、物販も可能とする。 
※ 費目でみると、本業務は、委託費を充当する「本業務全体の企画立案及びマ

ネジメント業務」、「運営維持管理業務」、「植物管理業務」と、委託費を充当し

ない「自主事業」により構成される。 
なお、会計上の注意として、民間事業者は、委託費を自主事業の赤字補填に

用いてはならない。 
また、委託費で行う事業と自主事業の経理状況に関する帳簿類は分けて整理

し、年度終了毎に決算書類を提出することとする。 
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＜対象業務＞ 

１) 本業務全体の企画立案及びマネジメント業務 
運営維持管理全般について企画立案を行い、業務計画を策定し、その一元的

管理方針のもとで、多岐にわたる業務を総合的な調整のもと、相互連携を保ち、

適切に進捗管理を行う。 

２) 運営維持管理業務 
① 工作物管理 

日常、適宜巡回点検し、破損の原因となる箇所の小規模な修繕を適切に

行う。 

② 清掃 

公園利用の動向、塵芥の発生量、天候等に応じて適切な措置をとり、常

時、清潔に保つ。 

③ 運営管理 

利用者指導及び利用者サービス、広報・行催事等に関する業務を行う。 

使用料の徴収等、利用者指導及び利用者サービス、救急、広報・行催事

等、臨機の措置、その他本業務が円滑に行われるための諸業務を行う。 

利用者の安全・安心を確保し、管理を行う。 

④ 発災時利用者避難誘導業務 

大規模災害等発生により国が緊急災害現地対策本部を設置する等公園を

防災拠点として使用する場合に、民間事業者は入園者を園外の一時的な避

難場所に避難誘導するとともに、国の活動が円滑に実施されるように、備

品及び展示装置等の移動を行う。 

⑤ 自主事業 

運営維持管理方針に沿って、公園の設置目的達成や利用促進の一環とし

て、委託費を使わず実施する事業を積極的に実施する。 

３) 植物管理業務 
利用状況、景観、及び生物の生育環境等に応じ、植物の特性にあった年間業

務計画を作成し、植物が常に良好な状態にあるように植物管理を行う。 

 

1.2 サービスの質の設定 

本業務の実施にあたり、達成すべき包括的な質（本実施要項 1.2.1 参照）及び個

別業務の質（本実施要項 1.2.2 参照）は以下のとおりとする。 
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1.2.1 包括的な質の設定 

本業務に関する包括的な質は次表のとおりとする 

基本的な方針   主要事項 達成すべき質 

利用者数の確保 ・ 体験学習施設の入館者数 

（各年度毎に年間１０万人以上。ただし、初年度は７

万５千人以上とする。） 

利用満足度の向上

 

 

１）・「体験学習施設のサービス」に関する「満足できる

」の回答比率※１(履行期間の平均で４０％以上) 

・「体験学習施設のサービス」に関する「不満である

」の回答比率※２（履行期間の平均で２％以下） 

２）・「自主事業及び委託費を充当する行催事※３」に関す

る「満足できる」の回答比率※１(履行期間の平均

で３０％以上) 

・「自主事業及び委託費を充当する行催事※３」に関す

る「不満である」の回答比率※２(履行期間の平均

で２％以下) 

３）・「自主事業及び委託費を充当する行催事※３」におけ

る防災に関する学習効果について「満足できる」

の回答比率※１（履行期間の平均で３０％以上） 

・「自主事業及び委託費を充当する行催事※３」におけ

る防災に関する学習効果について「不満である」

の回答比率※２(履行期間の平均で２％以下) 

 

防災に関する

普及啓発を着

実に実施する

とともに本業

務を通して、

より多くの利

用者に快適な

公園利用を可

能とする 

行催事の実施回数

 

・ 自主事業を除く行催事の実施回数  

目的・テーマ 参加者 開催頻度 

防災関連の普及啓発（大規模）
100 人 

程度以上 
２回／年以上 

防災関連の普及啓発（中規模） 

近隣施設との連携によるもの
※2 50 人 

程度以上 
１２回／年以上

市民との協働によるもの
※2 50 人 

程度以上 
１２回／年以上

防災関連の普及啓発以外の行

催事
※2

 

50 人 

程度以上 
１２回／年以上

※１：別紙５「公園の利用に関するアンケート調査票」のＱ１２－２，３，４に対

して「満足できる」と回答した割合。 

※２：別紙５「公園の利用に関するアンケート調査票」のＱ１２－２,３，４に対
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して「不満である」と回答した割合。 

※３：「行催事」とは学習プログラム、体験プログラム、講習会、展示会、防災訓

練等をいう。（以下同じ。）なお、行催事は、公園の機能（別紙１「仕様書」

第１条）及び運営維持管理方針（別紙１「仕様書」第１７条）に則して行う

ものとする。 

①「近隣施設との連携によるもの」とは、民間事業者が委託費を用い、東京

都内の防災関連部局（消防、警察、インフラ企業等）、近隣の学習施設等や、

公共施設（区役所、病院等）と連携して実施する行催事をいう。 

②「市民との協働によるもの」とは、民間事業者が委託費を用い、地域を限

定せず防災に関わるＮＰＯ団体やボランティア、研究機関等と連携して実施

する行催事、また自前で解説ボランティア等を立ち上げて育成して実施する

行催事をいう。なお、「近隣施設との連携関連」の行催事を除く。 

③「防災関連の普及啓発以外の行催事」とは、民間事業者が委託費を用いて

実施する、環境関連の学習や本公園の利用促進につながる行催事をいう。な

お、「防災関連の普及啓発」をテーマとするものを除く。 

 

1.2.2 個別業務の質の設定 

次に示す個別業務の質を確保すること。なお、個別業務の質の最低水準は別紙

１「仕様書」による。 

ただし、個別業務の質の最低水準は、企画書（本実施要項４.(2) 3）③参照。）

において改善提案を行うことができる。 

個別業務の質の最低水準と異なる提案を行う場合は具体的な理由や根拠を示

すこと。 

 

（１）企画立案及び本業務全体のマネジメント業務 

多岐にわたる業務を総合的な調整のもと、相互連携を保ちつつ、実施方法が

決定され、更にこれらの業務の適切な進捗管理が行われていること。 
 

（２）運営維持管理業務 

１) 工作物管理 
指定された業務内容を実施し、工作物等の機能及び劣化の状態を調査

し、異常又は劣化がある場合は、必要に応じた対応措置が判断・実行され、

性能が常時適切な状態に保たれていること。 

２) 清掃 
指定された業務内容を実施し、汚れを除去することにより、快適な公園

環境が保たれていること。 

３) 運営管理 
指定された業務内容を実施し、貸室の使用料の徴収、国庫への納入など
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を行うとともに、公園の利用者に対する適切なサービスが提供されている

こと。 

４) 発災時利用者避難誘導業務 
大規模災害等発生により国が緊急災害現地対策本部を設置する等公園を

防災拠点として使用する場合に、入園者を園外の一時的な避難場所に避難

誘導するとともに、国の活動が円滑に実施されるように、備品及び展示装

置等の移動が行われていること。 

 
（３）植物管理業務 

利用状況、景観、季節及び生物の生育環境等に応じ、植物の特性にあった年

間管理計画を作成し、植物が常に良好な状態にあること。 
 

1.2.3 創意工夫の発揮可能性 

本業務を実施するにあたっては、民間事業者の創意工夫を反映し、本公園が国

民に提供する空間・サービスの質の向上（包括的な質の向上、効率の向上、経費

削減等）に努めるものとする。 

 

（１）企画提案 

民間事業者は、別途定める様式に従い、本公園が国民に提供するサービスの

質の向上の観点から、以下の事項を提案し企画書（本実施要項４．参照）を提

出すること。 
１) 体験学習施設の利用者数の確保 
２) 利用者満足度の向上 
３) 基幹的広域防災拠点としての役割 
４) 多様な利用プログラムの提供 
５) 近隣施設との連携 
６) 市民協働 
７) 維持管理 
８) 利用者の安全・安心 
９) 少子高齢化・福祉社会 
10） 自主事業 

 

（２）各業務の最低水準として示された仕様書に対する改善提案 

民間事業者は、下記に示す各業務の最低水準として示された別紙１「仕様書」

に対し、改善すべき提案がある場合は、別途定める様式に従い、具体的な方法

等を示すとともに、最低水準が確保できる根拠等を提示し企画書（本実施要項

４．参照）を提出すること。 
１) 本業務全体の企画立案及びマネジメント業務 
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２) 運営維持管理業務 
３) 植物管理業務 

 

1.2.4 モニタリング方法 

関東地方整備局は、包括的な質及び個別業務の質について、その実施状況を確

認するため、業務実施前に民間事業者が作成した業務計画書をもとに、その達成

状況について下記に示すモニタリング調査を実施する。モニタリング調査は本公

園の開園以降に実施する。 

主要事項 達成すべき質 モニタリング方法 実施者

利用者数の確保 ・ 体験学習施設の年間入館者数 ・ 管理月報の確認 

（毎月実施） 

関東地方

整備局

利用満足度の向上

 

１）・「体験学習施設のサービス」に関

する「満足できる」の回答比率

・「体験学習施設のサービス」に関

する「不満である」の回答比率

２）・「自主事業及び委託費を充当する

行催事」に関する「満足できる

」の回答比率 

・「自主事業及び委託費を充当する

行催事」に関する「不満である

」の回答比率 

３）・「自主事業及び委託費を充当する

行催事」における防災に関する学

習効果について「満足できる」の

回答比率 

・「自主事業及び委託費を充当する

行催事」における防災に関する

学習効果について「不満である

」の回答比率 

 

・ アンケート調査 

（２ヶ月毎に実施） 

※アンケート調査

票は別紙５「公園の利

用に関するアンケー

ト調査票」を参照のこ

と 

※関東地方整備局

は、公園利用者を対象

として、別紙５「利用

実態調査実施計画書

（案）」によりアンケ

ート調査を実施する。 

サンプル数は年間で

1000件程度とし、園内

主要箇所において、対

面式で行う予定であ

る。 

関東地方

整備局

行催事の実施回数 ・ 行催事の実施回数 ・ 管理月報の確認 

（毎月実施） 

関東地方

整備局

個別業務の質の確

保 

・ 「1.2.2個別業務の質の設定」に

記載した内容の確保 

・ 管理月報の確認 

（毎月実施） 

関東地方

整備局
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1.2.5 委託費の支払い方法 

民間事業者は、提出した業務計画書に基づいて、運営維持管理業務を実施す

ることにより、達成すべき質（本実施要項 1.2.1 参照）の確保に努めるととも

に、個別業務の質（本実施要項 1.2.2 参照）の最低水準を確保しなければなら

ない。 
関東地方整備局は、上記の履行内容を確認し、検査したうえで、会計年度（４

月１日から翌年３月３１日まで）を基準とし、四半期毎に委託費を支払うもの

とし、その支払いは適正な請求書を受理した日から起算して３０日以内とする。

ただし、検査の結果、質及び最低水準が確保されていない場合は、適切に業務

を行うよう改善指示（業務の履行中を含む。）を行うこととし、民間事業者は

要因分析を行い、業務改善計画書を提出し、承諾を得ない限り、委託費の請求

はできないものとする。 
なお、民間事業者の運営維持管理の責任に拠らない事由により、包括的な質

及び個別業務の質の最低水準が未達成の場合には、委託費の減額は行わない。 
また、委託費の支払いにあたっては、会計法第２２条、予算決算及び会計令

第５８に基づく協議が整った場合において、民間事業者は委託料の概算払を請

求することができる。ただし、業務計画書及び各年度別四半期別必要経費内訳

書に基づく、完了報告書、精算報告書、残存物件報告書による各年度の四半期

における所要額とする。 
 

1.2.6 費用負担等に関するその他の留意事項 

（１）消耗品 

本業務を行ううえで民間事業者が使用する消耗品や付属品については、全額

を民間事業者の負担とする。また、提供施設・貸付物品（別紙６「提供施設・

貸付物品の取扱い」を参照のこと。）を損傷した場合は民間事業者が負担し、

関東地方整備局へ返却するものとする。 
 

（２）光熱水費 

関東地方整備局は、民間事業者が本業務を実施するのに必要な光熱水費を無

償で提供する（原則として、自主事業の実施にかかるものを除く。）。 
 

（３）法令等変更による増加費用及び損害の負担 

法令等の変更により民間事業者に生じた合理的な増加費用及び損害は、以下

の１）から３）のいずれかに該当する場合には関東地方整備局が負担し、それ

以外の法令等変更による増加費用及び損害については民間事業者が負担する。 
１) 本事業に類型的又は特別に影響を及ぼす法令、基準等の変更及び税制度

の新設 
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２) 消費税その類似の税制度の新設・変更（税率の変更含む。） 
３) 上記１）、２）のほか、法人税その他類似の税制度の新設・変更以外の税

制度の新設・変更（税率の変更を含む。） 
 
（４）民間事業者と関東地方整備局の責任分担 
                       項         目 

               内   容 

関東地方

整備局 

民間事

業者 

公園施設の管理 

 

公園施設の管理（関東地方整備局による設

置・管理許可に基づき他の者が設置・管理

している施設は除く。） 

 

 

○ 

 

物品の管理 関東地方整備局より提供のあった物品の

管理 

 ○ 

施設管理、運営業務内容に対する住民及び

施設利用者からの苦情、訴訟、要望への対

応 

 

 

○ 

 

苦情・要望対応   

 

 

上記以外の場合 ○  

本実施要項に記載された業務内容による

対応 

 ○ 事故・災害時対応 

 

上記以外の場合 ○  

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増  ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

開園・開館日時の変更 開園・開館日時の変更に伴う経費の増減  ○ 

都市公園法に基づく許認可 ○  許認可 

 利用者の受付及び書類交付手続きの補助  ○ 

民間事業者の責めに帰すべき事由による

場合（民間事業者による管理が不適切なた

めに補修が必要になった場合も含む。）。 

 ○ 

補修にかかる費用が年間合計100万円を超

えない場合（上記を除く。）。 

 

 

○ 

 

施設・物品等の補修 

 

 

 

上記２項目以外の場合 ○  

不可抗力 

 

 

大規模な自然災害等の不可抗力により公

園施設に著しい損害を受けた場合に、公園

を一時閉園するなどして行わなければな

らない施設、設備等の復旧等 

 

○ 

 

 

 

利用者への損害 

 

 

民間事業者の責めに帰すべき事由により、

利用者に損害を与えた場合（民間事業者の

不適切な施設管理による利用者の怪我等） 

 

 

○ 
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別紙１「仕様書」第３０条第３項の保険の

付保及び事故の補償に係る場合 

 

 

○ 

 

 

 

上記以外の場合 

 

○  

民間事業者の責めに帰すべき事由により、

第三者に損害を与えた場合 

 

 

○ 

 

第三者への損害 

 

上記以外の場合 ○  

 
（５）資料等の作成･提出の指示 

本務の遂行上、必要に応じて関東地方整備局から業務状況を把握するための

資料等の作成及び提出を指示する。これらについて、資料及び資料に付随する

データの著作権は関東地方整備局に帰属する。 
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２．実施期間に関する事項 

 

本業務の実施期間は、以下のとおり予定している。 

平成２２年４月１日～平成２５年３月３１日 

（上記に係る予算措置については、平成２２年度予算要求予定であり、本入札に係

る落札及び契約締結は、当該業務に係る平成２２年度予算が成立し、予算示達がな

されることを条件とする。） 
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３．入札参加資格に関する事項 

 

（１）法第１５条において準用する法第１０条各号に該当する者でないこと。 

 
（２）予算決算及び会計令(昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。)

第７０条の規定に該当する者でないこと。 
 

（３）予決令第７１条の規定に該当する者でないこと。 

 

（４）開札日おいて、国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」

の関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること（本実施要項４．（２）

２）に示す申請書類（以下「申請書類」という）の提出期限において、現に競

争参加資格を有するか、競争参加資格申請書が受理されていることが確認でき

ること。）。 

 
（５）申請書類の提出期限の日から開札の時までの期間に、関東地方整備局長から指

名停止を受けていないこと。 

 

（６）他の入札参加者又は所属する共同体以外の共同体の構成員との間に以下の基準

のいずれかに該当する関係がないこと。 

１) 資本関係 
以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が

更生会社又は更生手続が存続中の会社である場合は除く。 

① 親会社と子会社の関係にある場合 

② 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

２) 人的関係 
以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし②については、会社の一方が

更生会社又は更生手続が存続中の会社である場合は除く。 

① 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

② 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

 
（７）関東地方整備局が、本業務とは別に発注する本業務の実施状況について、評

価分析等を行う業務の受注者又は当該受注者と資本若しくは人事面において

関連のある業者でないこと。 

 

（８）国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務有識者等委員会の構成員又は構成

員が属する民間事業者でないこと 
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（９）守秘義務の遵守などについて社内の規則で明記していること。 

 
（10）企業の業務実績に関する要件 

本実施要項１．１．（２）に掲げる業務を担当する企業は、業務内容に応じて

次頁に示す「表１ 企業の業務実績等に関する要件」を満たすこと（参加資格要

件の確認は、申請書類の提出期限の日をもって行うものとする。）。 
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表１ 企業の業務実績等に関する要件 

企業 ①本業務全体の企画立案及びマネジメ

ント業務に必要な要件 

②運営維持管理業務に必要な要件 ③植物管理業務に必要な要件 

業 

務 

実 

績 

下記の a）～d)のいずれかを対象とし

た運営維持管理業務に関する企画立案

及びマネジメント業務（本実施要項

1.2.2(1)参照））について、下記の期

間における実績を１件以上有している

こと。 

下記 a）～d)のいずれかを対象とした運営維

持管理業務（本実施要項 1.2.2(2) の 1）～4)

の全て又は複数行っていること）について、下

記の期間における実績を１件以上有している

こと。 

下記 a）～d)のいずれかを対象とした植物維

持管理業務（本実施要項 1.2.2(3)参照）につ

いて、下記の期間における実績を１件以上有

していること。 

内容 a)都市公園の種別として、地区公園以上（地区公園、総合公園、運動公園、広域公園及び国営公園）。 
b)園地管理を含むレクリエーション施設※1又は観光・商業施設※2。 
c)展示面積 1,000 ㎡以上の常設展示施設。 
d)特殊法人、公益社団法人もしくは地方公共団体が開設し、国もしくは地方公共団体が後援する屋外展示を含む博覧会。 

期間 a)～c)においては、平成１２年度以降に完了した延べ１２ヶ月以上の業務または、申請書類提出時において延べ１２ヶ月継続する予

定の業務（いずれも再委託による業務の実績は含まない）であること。 

d)においては、平成１２年度以降に完了した１件につき開催期間がおおむね２ヶ月以上の業務または、申請書類提出時において１件

につき開催期間がおおむね２ヶ月以上継続する予定の業務（いずれも再委託による業務の実績は含まない）であること。 

 

注意 

事項 

共同体等の代表者の中心的役割を担っ

た業務のみを実績とする。 

共同体等の一員（代表者以外）としての実績も認める。 

１級造園施工管理技士を１名以上有する法

人であること。 

資格要件 

－ － 平成２２年４月１日時点で上記資格を有し

ていること。 

※1 レクリエーション施設：主に屋外において、都市公園法の公園施設と同様な施設の構成により不特定多数の利用者へ有料でサービスを提

供しているもの(例：遊園地、植物園、水族館、動物園、テーマパーク、ゴルフ場、牧場等)。 

※2観光・商業施設：宿泊、ツアーガイド、物品販売など多様なサービスを一元的に不特定多数の利用者へ有料で提供しているもの(例：大規

模ホテル、複合ショッピングセンター等) 
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（11）配置予定者の業務実績等に関する要件 

本実施要項１．１．（２）に掲げる業務を担当する配置予定者は、業務内容に応じて次頁

に示す「表２ 配置予定者の業務実績等に関する要件」を満たすこと（参加資格要件の確認

は、申請書類の提出期限の日をもって行うものとする。）。 
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表２ 配置予定者の業務実績等に関する要件 

配置予定
者 

①本業務全体の企画立案及びﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ業
務の業務責任者※2 (総括責任者※1) 

②運営維持管理業務の業務責任者 ③植物管理業務の業務責任者 

 下記 a）～d)のいずれかを対象とした運営維

持管理業務に関する企画立案及びマネジメ

ント業務において総括責任者もしくは業務

責任者の実績を１件以上有し、その実績は

下記の期間であること。また、その延べ経

験年数はｱ),ｲ)のいずれかであること。 

下記 a）～d)のいずれかを対象とした運営維持

管理業務に関する業務において総括責任者も

しくは業務責任者の実績１件以上有しその実

績は下記の期間であること。 

また、その延べ経験年数はｱ),ｲ)のいずれかで

あること。 

下記 a）～d)のいずれかを対象とした植栽維持管理

業務に関する業務において総括責任者もしくは業

務責任者の実績を１件以上有し、その実績は下記

の期間であること。 

また、その延べ経験年数はｱ),ｲ)のいずれかである

こと。 

内容 a)都市公園の種別として、地区公園以上（地区公園、総合公園、運動公園、広域公園及び国営公園）。 
b)園地管理を含むレクリエーション施設又は観光・商業施設。 
c)展示面積 1,000 ㎡以上の常設展示施設。 
d)特殊法人、公益社団法人もしくは地方公共団体が開設し、国もしくは地方公共団体が後援する屋外展示を含む博覧会。 

期間 a)～c)においては、平成１２年度以降に完了した延べ１２ヶ月以上の業務または、申請書類提出時において延べ１２ヶ月継続する

予定の業務（いずれも再委託による業務の実績は含まない）であること。 
d)においては、平成１２年度以降に完了した１件につき開催期間がおおむね２ヶ月以上の業務または、申請書類提出時において１

件につき開催期間がおおむね２ヶ月以上継続する予定の業務（いずれも再委託による業務の実績は含まない）であること。 

業
務
実
績 
※2 

経験
年数

ｱ) a)～c)においては、延べ２年以上の総括責任者の経験。d)においては、延べ４ヶ月以上の総括責任者の経験。 
ｲ) a)～c)においては、延べ３年以上の業務責任者の経験。d)においては、延べ６ヶ月以上の業務責任者の経験。 

１級造園施工管理技士。 資格要件 
－ － 

平成 22 年 4月 1日時点で上記資格を有していること。 

実施体制 

 
・業務責任者は、平成 22 年４月１日時点において、単体企業又は共同体の構成員との直接的な雇用関係があるものであること。企画書の提出時に雇用関係が無

い場合は、業務開始時までに雇用関係にあること（雇用関係にあることを約束する念書等（任意書式）で確認する）。 

・単体企業にあっては、上記①の業務責任者１名を総括責任者とすること。 

・共同体にあっては、上記①の総括責任者は代表企業に所属する者とすること。 

・総括責任者は各業務の業務責任者を兼務することができる。また、業務責任者は他業務の業務責任者を兼務することができる。 

・総括責任者は、原則、実施期間中専任とする。なお、病気・死亡等極めて特別な場合でやむを得ない場合は除く。やむを得ず総括責任者を変更する場合は、上記

に掲げる基準を満たし、かつ、当初の総括責任者と同等以上の者を配置するものとし、予め関東地方整備局の承諾を得るものとする。 

・開園期間中は、総括責任者又は業務責任者 1名以上による勤務体制とし、緊急対応も含め迅速な対応を行えるようにすること。 

※1:総括責任者とは、複数の業務分野について全体的に総括する立場の者をいう。 
※2:業務責任者とは、個別業務の責任者をいう。 
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（12）共同体での入札について 

本業務の実施にあたっては、単体企業で参加することも、本実施要項３．の資

格要件を満たす 単体企業で構成される共同体とすることも可能とする。 

共同体で本業務を実施する場合、本業務全体の企画立案及びマネジメント業務

を担当する企業は、本業務全体の企画立案及びマネジメント業務、運営維持管理

業務、植物管理業務の各業務を包括的に管理すること。 

   

１) 入札参加者は、共同体として参加する場合、下記の業務を担当する企業を明

らかにするものとする。 
① 本業務全体の企画立案及びマネジメント業務 

② 運営維持管理業務 

③ 植物管理業務 

共同体の構成員のうち一企業が、上記に揚げる複数の業務を兼ねて実施す

ることを妨げない。また、業務対象の範囲を明確にしたうえで、共同体の構

成員の間で分担することも妨げない。 

 
２) 入札参加者は、共同体として参加する場合、「競争参加者の資格に関する公

示」（平成 21 年 9 月 28 日付け関東地方整備局長）に示すところにより関東

地方整備局長から本業務に係る共同体としての競争参加者の資格（以下「共

同体としての資格」という。）の認定を受けている者であることとする。 
 

３) 入札参加者は、共同体として参加する場合、代表企業を定め、当該代表企業

が入札・契約手続を行うこととする。代表企業は、上記１）① 本業務全体

の企画立案及びマネジメント業務を担当する企業とする。 
 
４) 入札参加者は、共同体として参加する場合、申請書類の提出期限の日以降は、

共同体を構成する者の変更を認めない。ただし、やむを得ない事情が生じた

場合は、関東地方整備局はその事情を検討のうえ、可否の決定をするものと

する。 
 

５) 単体企業、または、共同体の代表企業及び構成員は、本実施要項３．に示す

入札参加資格に関する事項（１）から（９）の全ての要件を満たすこと。 
 
６) 参加に際しては、代表者及び他の構成員の役割及び責任の分担ならびに代表

企業の役割を他の構成員が代替・保障する旨を明記した協定書（またはこれ

に類する書類）を作成し、申請書類と併せて提出すること。 
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４．入札に参加する者の募集に関する事項 

 

（１）入札の実施手続及びスケジュール（予定） 

１) 公告                 ： 平成 21 年 9 月 28 日 
２) 資料閲覧及び現地見学       ： 平成 21 年 9 月 28 日～ 
３) 入札等に関する質疑応答    ： 平成 21 年 9 月 28 日 

～平成 22 年 1 月 13 日 
４) 申請書類の受付期限       ： 平成 21 年 10 月 28 日 
５) 競争参加資格の確認結果の通知： 平成 21 年 11 月 11 日 
６) 企画書の受付期限        ： 平成 21 年 12 月 11 日 
７) ヒアリング           ： 平成 21 年 12 月 16 日 
８) 評価              ： 平成 22 年 1 月中旬頃 
９) 入札              ： 平成 22 年 1 月 21 日 
10） 開札・落札者の決定       ： 平成 22 年 1 月 22 日 
11） 契約締結                  ： 平成 22 年 4 月 1 日 
※企画書の作成にあたり、以下により資料閲覧及び現地見学をすることが

できる。ただし、閲覧資料は検討過程のものであり、本業務の実施条件

として提示するものではない。 

資料閲覧及び現地見学については予約制とし、事前に発注者に書面（様

式自由）にて申し込むものとし、発注者は閲覧日時を通知する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              

総
合
評
価 

申請書類の受付期限 

競争参加資格の確認結果の通知 

企画書の受付期限 

評価 

開札・落札者の決定、通知 

公告 

入札 

ヒアリング 

契約締結 

入札の実施手続フロー図

非落札理由の説明の申請 
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（２）入札実施手続 

１) 提出書類 
民間競争入札に参加する民間事業者（以下「入札参加者」という。）は、

本件業務実施に係る入札金額を記載した書類（以下「入札書」という。）、

申請書類及び企画書を提出する。 

なお、上記の入札金額には、本業務に要する一切の諸経費の 105 分の 100

に相当する金額を記載すること。 

 
２) 申請書類の内容 

① 競争参加資格確認申請書（様式１－１） 

② 企業の業務実績（様式１－２） 

※面積、植栽地の存在が分かる資料（施工図面、空中写真、地形図等）を

添付すること。 

※図面等で植栽地の存在が証明できない場合は、図面等と照合できる現地

写真を添付すること。 

※実績として記載した業務に係る契約書の写しを提出すること。 

③ 業務責任者の業務実績（様式１－３） 

※面積、植栽地の存在が分かる資料（施工図面、空中写真、地形図等）を

添付すること。 

※図面等で植栽地の存在が証明できない場合は、図面等と照合できる現地

写真を添付すること。 

※企画書の提出時に雇用関係が無い場合は、業務開始時までに雇用関係に

あることを約束する念書等（任意書式）及び業務経験証明書（様式１－

８）を添付する。 

※必要とされる資格を証明する書類の写しを添付する。 

④ 守秘性に関する要件（様式１－４） 

※守秘義務に関する規程を定めた社則等を添付する。  

⑤ 業務実施体制（様式１－５） 

※組織図（業務実施のための管理機構）を添付する。（任意書式） 

⑥ 実施方針（様式１－６） 

※年間業務計画書を添付する。（任意書式） 

⑦ 再委託の予定（様式１－７） 

⑧ 必要とされる資格を証明する書類の写し（様式に添付のこと） 

⑨ 申請書類提出時に雇用関係が無い場合の念書等（任意書式） 

⑩ 業務経験証明書（様式１－８） 

⑪ 共同体で参加する場合の協定書の写し 

⑫ 欠格事由該当性の審査に必要な資料である入札参加者等確認書 
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３) 企画書の内容 
入札参加者が提出する企画書には、本実施要項５．で示す総合評価を受

けるために、次の事項を記載する。 

① 表紙（様式２－１） 

② 企画提案 

ア) 体験学習施設の利用者数の確保（様式２－２－１） 

※数値目標の設定とともにどのような取り組みによってそれを実現す

るか具体的に記述すること。 

イ) 利用者満足度の向上（様式２－２－２） 

※数値目標の設定とともにどのような取り組みによってそれを実現す

るか具体的に記述すること。 

ウ) 基幹的広域防災拠点としての役割（様式２－２－３） 

※基幹的広域防災拠点としての本公園の役割の理解、発災時に向けた

体制、訓練、利用者への本公園の役割についての理解促進のための

取り組みについて記述すること。 
エ) 多様な利用プログラムの提供（様式２－２－４） 

※災害に関する知識、技術、自助互助共助の意識の習得の観点から、

屋外多目的広場を含めた体験学習施設の運営プログラムの実施内容

について記述すること。 
オ) 近隣施設との連携（様式２－２－５） 

カ) 市民協働（様式２－２－５） 

キ) 維持管理（様式２－２－５） 

ク) 利用者の安全・安心（様式２－２－５） 

ケ) 少子高齢化・福祉社会（様式２－２－５） 

コ) 自主事業（様式２－２－５） 

③ 改善提案（様式２－２－５） 

業務の最低水準として示された別紙１「仕様書」に対する提案を行う場

合、仕様書類に定める項目と提案を行う内容を明確にし、提案を行う理由、

提案の内容、提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（或いはそ

の両方）を具体的に示すこと。 

 

４) ヒアリングの実施 
ヒアリングでは、実施方針および企画書に記載された事項について質疑

応答を行う。 

また、ヒアリングにより、提案が実現可能な内容であるかを確認し、評

価項目の得点に反映させる。 

① 実施場所：関東地方整備局 
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② 実施期間：別途通知 

③ ヒアリング時間：別途通知 

④ 出 席 者：総括責任者の出席を必須とし、業務責任者の出席も認める。 

 

５) 開札にあたっての留意事項 
① 開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者又は

その代理人が立ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わ

せて行う。 

② 入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場すること

は出来ない。 

③ 入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職

員の求めに応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に

関する委任状を提示又は提出しなければならない。 

④ 入札者又はその代理人は、入札中は、関東地方整備局長（支出負担行為担

当官）が特にやむ得ない事情があると認めた場合のほか、開札場を退場す

ることが出来ない。 

 

６） その他 
①  競争参加資格の確認及び企画書の評価は、申請書類及び企画書の資料提出

期限の日をもって行うものする。 
② 申請書類及び企画書の資料作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とす

る。 

    ③ 関東地方整備局は、提出された申請書類及び企画書の資料を、競争参加資

格の確認以外に提出者に無断で使用しない。 

     ④ 提出された申請書類及び企画書の資料は、返却しない。 

     ⑤ 提出期限以降における申請書類又は企画書の資料差し替え及び再提出は認

めない。 
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５．対象公共サービスを実施する者を決定するための評価の基準その他の対象公共サー

ビスを実施する者の決定に関する事項 

 

民間事業者の決定は、総合評価方式によるものとする。なお、本業務に係る企画

書及び業務実施内容の審査・評価にあたり、客観性を確保するため、第三者の有識

者４名で構成される国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務有識者等委員会の

意見を聴取し、評価を行うものとする。 

 

（１）民間事業者決定にあたっての質の評価項目の設定 

民間事業者を決定するための評価は、提出された企画書の内容が本業務の目

的・趣旨に沿って実行可能なものであるか（基礎項目審査）、また、効果的なも

のであるか（加点項目審査）について行うものとする。（「表３ 基準評価項目

及び得点配分」参照。） 

   
１) 基礎項目審査 

基礎項目審査においては、入札参加者が企画書に記載した内容が、基礎

項目を満たしていることを確認する。全て満たした場合は基礎点５０点を

付与し、１つでも満たしていない場合は失格とする。 

 

２) 加点項目審査 
基礎項目審査で合格した入札参加者に対して、加点項目について審査を

行う。（加算点計１２０点） 

各加算点の数値はサービスの質の向上の観点から重要度に応じて決定

している。 
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表３ 基準評価項目及び得点配分 

 

基礎点 加算点

1 各業務の業務水準が維持される体制であるか。（共同企業体で参加する場合、各企業の連携が可能な体制であるか） 0/10 ―

2 提案された内容が実現可能な体制であるか。 0/10 ―

3 業務の目的を理解し、計画的な業務の実施が考えられているか。 0/10 ―

4 本業務を確実に実施するための基本的な方針が明確となっているか。 0/10 ―

現行基準ﾚﾍﾞﾙの確保
の実態

5 各業務の提案内容は、要求水準が確保されているものとなっているか。 0/10 ―
様式

2-2-1～5

体験学習施設の利用
者数の確保

6
体験学習施設の年間入館者数について、目標とする入館者数を設定の上、その利用者数確保に向けた具体的で実現性のある
提案が示されているか。

― 0～15
様式

２－２－１

7
体験学習施設のサービスの満足度について、目標とする満足度を設定の上、その満足度の達成に向けた具体的で実現性のあ
る提案が示されているか。

― 0～15

8
自主事業及び委託費を充当する行催事の満足度について、目標とする満足度を設定の上、その満足度の達成に向けた具体的
で実現性のある提案が示されているか。

― 0～15

基幹的広域防災拠点
としての役割

9
基幹的広域防災拠点としての本公園の役割の理解度が高いか、また発災時に向けた体制、訓練、利用者への本公園の役割に
ついての理解促進のための取り組みの具体性、妥当性があるか。（様式２－２ー３とあわせ、様式１－５，１－６の内容も勘案
して評価する）

― 0～15
様式

２－２－３

多様な利用プログラ
ムの提供

10
災害に関する知識、技術、自助互助共助の意識の習得の観点から、屋外多目的広場を含めた体験学習施設の運営プログラム
の実施内容について具体性、妥当性があるか。

― 0～10
様式

２－２－４

近隣施設との連携 11
防災に関する活動や連携イベントの実施のため、近隣の公共機関や学習施設等との協力関係を構築するに当たっての具体手法
や留意点について実現性、妥当性があるか。

― 0～5

市民協働 12
防災に関する活動や連携イベントの実施のため、防災関係のＮＰＯ団体、ボランティア等との協力関係を構築するに当たっての
具体手法や留意点について実現性、妥当性があるか。

― 0～5

維持管理 13 展示施設・工作物・植物の維持管理における工夫について具体性、妥当性があるか。 ― 0～5

利用者の安全・安心 14 利用者の安全・安心を確保する施設管理及び運営管理について具体性、妥当性があるか。 ― 0～5

少子高齢化・福祉社
会

15
体験学習施設におけるサービス提供に当たり、乳幼児連れや高齢者、障害者の方の円滑な利用のための工夫、配慮について
具体性、妥当性があるか。

― 0～5

自主事業 16 自主事業の実施内容について公園の効用・魅力の向上の観点からの具体性、妥当性、積極性があるか。 ― 0～15

改善提案

各業務の最低水準と
して示された仕様書
に対する改善提案

17
質の維持・向上に関する提案があり、実施について具体的な方法が明記されているか。また、それらを実施可能な体制である
か。

― 0～10
共通様式
２－２－５

0～50 0～1２0 －

利用者満足度の向上

②
加
点
項
目
審
査

合計得点

企画提案

様式
２－２－２

共通様式
２－２－５

①
基
礎
項
目
審
査

業務共通

実施体制

業務に対する認識

実施要
項区分

得点配分区分 項番 基準評価項目


様式
１－２
～

１－８

審査対象
様式
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（２）民間事業者決定にあたっての評価方法 

１)  落札者の決定方法 
① 入札参加者は、「価格」及び「企画書」をもって入札をし、予決令 79 条の

規程に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で入札したもののう

ち、下記２）総合評価の方法によって得られた数値（以下「評価値」とい

う。）の最も高い者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札

価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされな

いおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公

正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当であると

認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の

者のうち、評価値の最も高い者を落札者とすることがある。 

② 落札者となるべき者の入札価格が予決令第 85 条に基づく調査基準価格を

下回る場合は、予決令第 86 条の調査を行うものとする。 

③ 上記において、評価値の最も高い者が 2 人以上あるときは、該当者にくじ

を引かせて落札者を決める。また、入札者又はその代理人が直接くじを引

くことができないときは、入札執行事務に関係のない職員がこれに代わっ

てくじを引き民間事業者を決定するものとする。 

２) 総合評価の方法 
① 評価値の算出方法 

評価値の算出方法は以下のとおりとする。 

提出された書類に係る本実施要項５．（１）により得られた技術評価点

と当該入札者から求められる価格評価点の合計値（評価値）をもって行う。 

評価値＝技術評価点＋価格評価点 

② 技術評価点の算出方法 

企画書の内容に応じ、本実施要項５.（１）の評価項目毎に評価を行い、

技術点を与える。 

なお、技術評価点の最高点数は６０点とする。 

技術評価点＝６０×技術点／技術点の満点 

なお、本業務における技術点（基礎点５０点＋加算点１２０点）の満点

は１７０点とする。 

③ 価格評価点の算出方法 

価格点の評価方法は以下のとおりとする。 

価格評価点 ＝ 価格点× （１－入札価格／予定価格） 

なお、価格点は３０点とする。 

④ 基礎項目審査の評価方法 

基礎項目審査については、業務が実施可能な最低基準を示す以下の評価

基準を満たしているかによって評価する。 
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表４ 基礎項目審査の評価基準 

 

区分 基準評価項目 評価基準 

各業務の業務水準が維持される体制であるか。（共同体で参加する場合、各企業の連携が可

能な体制であるか） 
提案する運営内容に対して提案する職務区分の設定が正しく行われている。 

実施体制 

提案された内容が実現可能な体制であるか。 提案する職務区分ごとに休憩時間、休日を考慮した労働時間の設定が正しく行われている。 

業務の目的を理解し、計画的な業務の実施が考えられているか。 
年間業務計画（様式１ －６）に記載された業務内容が、仕様書に定める業務内容と適合し

ている。 

業務に対する認識 

本業務を確実に実施するための基本的な方針が明確となっているか。 実施方針（様式１ －６）が、仕様書に定める運営維持管理方針と適合している。 

現行基準ﾚﾍﾞﾙの確保

の実態 
各業務の提案内容は、要求水準が確保されているものとなっているか。 

仕様書に定める実施要領を満足した上で、様式２－２－１ ～５の提案内容について実現性

が高いものとなっている。 
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⑤ 加点項目審査の評価方法 

加点項目審査のうち、体験学習施設の利用者数の確保、利用者満足度の

向上の２つについては、提案した数値（目標値）とその実現性について評

価を行い、その合計点を評価点とする。ただし、実現性が乏しい場合は目

標値が高くても加算しない（０点）ものとする。 

上記以外の項目は、提案内容に対する具体性、実現性、実施体制との整

合等を総合的に勘案して評価する。 

原則として以下の３段階評価に基づいて評価する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
３) 留意事項 

民間事業者が決定したときは、遅滞なく、民間事業者の氏名若しくは名

称、落札金額、民間事業者の決定の理由並びに提案された内容のうち具体

的な実施体制及び実施方法の概要について公表するものとする。 

 

（３）初回の入札で民間事業者が決定しなかった場合の取扱いについて 

初回の入札で予定価格の制限の範囲内で入札した者がいないときは、直ちに再

度の入札を行うこととし、これによってもなお落札者となるべき者が決定しない

場合は、入札条件を見直し、再度公告入札に付することにする。 

再度の公告によっても落札者となるべき者が決定しない場合、または業務の実

施に必要な期間が確保できない等、止むを得ない場合は、別途、当該業務の実施

方法を検討・実施することし、その検討結果及び理由を公表するとともに、官民

競争入札等監理委員会（以下「監理委員会」という。）に報告するものとする。 

 

評価基準 評価係数

優 
全体的に優れた提案となっている。又は特に高く評価すべき提案がなさ

れている。 
配点×1.00

良 
一定の配慮や工夫がなされており評価できるが、特に優れた提案はなさ

れていない。 
配点×0.50

可 特に評価すべき配慮や工夫は見られない。 配点×0.00
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６．対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

 

平成２２年度より新規開園のため、従来の実施に関する情報はない。 
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７．民間事業者に使用させることができる国有財産に関する事項 

 

（１）施設概要 

主要施設：本部棟 

構造：鉄筋コンクリート造 一部鉄骨造 ２階建 

延面積：９５１７．５㎡ 

うち、本業務の対象となる展示室関連室、事務室の面積は以下の通り 

１階 展示室１： 354.0 ㎡ 

１階 展示室２： 256.2 ㎡ 

１階 展示室３： 553.6 ㎡ 

１階 公園事務室：178.9 ㎡ 

１階 カフェコーナー：208.2 ㎡ 

２階 防災ギャラリー：307.7 ㎡ 

２階 レクチャールーム：352.9 ㎡ 

２階 情報ラウンジ：99.6 ㎡ 

 

（２）設備 

１) 使用出来る設備については、本業務に関係する設備全てとする。 
 

２) 本業務に支障を来さない範囲において、民間事業者は施設内に本業務に必要

な機器・設備等を持ち込むことができるものとするが、持ち込んだ機器・設

備については適切な管理を行うこと。 
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８．民間事業者が、対象公共サービスを実施するに当たり、国の行政機関等の長等に対

して報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置その他の対象公共サ

ービスの適正かつ確実な実施の確保のために契約により民間事業者が講ずべき措置

に関する事項 

 

（１）報告等について 

１) 総括業務責任者・業務責任者 
別紙１「仕様書」第８条による。 

 

２) 業務計画書の作成と提出 
別紙１「仕様書」第９条による。 

 

３) 業務報告書 
別紙１「仕様書」第１０条による。 

 

４) 検査・監督体制 
民間事業者からの報告を受けるにあたり、調査職員等の検査・監督体制

は次の通りとする。 

① 調査職員等 

ア) 総括調査職員 

国営昭和記念公園事務所長（予定） 

イ) 主任調査職員 

国営昭和記念公園事務所副所長（予定） 

国営昭和記念公園事務所総務課長（予定） 

国営昭和記念公園事務所防災公園課長（予定） 

ウ) 調査職員 

国営昭和記念公園事務所総務課総務係長（予定）、経理係長（予定） 

国営昭和記念公園事務所防災公園課工務係長（予定） 

② 検査・監督体制 

ア) 民間事業者は、業務終了後に調査職員へ連絡すること。 

イ) 民間事業者からの連絡を受けた場合には、関東地方整備局長から任命

された検査職員は業務計画書に基づく業務履行の検査を行うものとす

る。 

 

（２）調査への協力 

１) 調査職員等は、民間事業者による業務の適正かつ確実な実施を確保する必要

があると認める時は、民間事業者に対し、当該管理業務の状況に関し必要な

報告を求め、又は民間事業者の事務所等に立ち入り、業務の実施状況又は帳



 

 32

簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問することができる。 
 

２) 立ち入り検査をする調査職員等は、検査等を行う際には、当該検査等が法第

２６条第１項に基づく者であることを民間事業者に明示するとともに、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示するものとする。 
 

（３）指示について 

調査職員等は、民間事業者による業務の適切かつ確実な実施を確保するために

必要があると認めるときは、民間事業者に対し、必要な措置をとるべきことを指

示することができるものとする。 

また、上記によらず、業務の検査・監督において業務の質の低下につながる問

題点を確認した場合は、その場で指示を行うことができるものとする。 

 

（４）秘密の保持 

民間事業者は、本業務に関して調査職員等が開示した情報等（公知の事実等を

除く。）及び業務遂行過程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならな

いものとし、そのための必要な措置を講ずること。民間事業者（その者が法人で

ある場合にあっては、その役員。）若しくはその職員その他本業務に従事してい

た者は業務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。これらの者が秘

密を漏らし、又は盗用した場合には、法第５４条により罰則の適用がある。 

   

（５）個人情報の取扱い 

別紙１「仕様書」第３章第３９条～４９条による。 

 

（６）契約に基づき落札者が講ずべき措置 

１) 業務の開始及び中止 
① 民間事業者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に本業

務を開始しなければならない。 

② 民間事業者は、やむを得ない事由により、本業務を中止しようとするとき

は、予め関東地方整備局の承認を受けなければならない。 

 

２) 公正な取扱い 
① 民間事業者は、本業務の実施にあたって、本公園利用者を合理的な理由な

く区別してはならない。 

② 民間事業者は、本公園利用者の取扱いについて、自らが行う他の事業にお

ける利用の有無等により区別してはならない。 
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３) 金品等の授受の禁止 
民間事業者は、本業務において、金品等を受け取ること又は与えること

をしてはならない。（自主事業として行う場合など、関東地方整備局から

許可を受けた事業を行う上で必要な場合を除く。） 

 
４) 宣伝行為の禁止 

民間事業者及び本業務に従事する者は、本業務の実施にあたって、自ら

が行う業務の宣伝を行ってはならない（自主事業として行う場合など、関

東地方整備局から許可を受けたものを除く）。 

民間事業者及び本業務を実施する者は、本業務の実施の事実をもって、

第三者に対し誤解を与えるような行為をしてはならない。 

 

５) 法令の遵守 
民間事業者は、本業務を実施するにあたり適用を受ける関係法令等を遵

守しなければならない。 

 

６) 安全衛生 
民間事業者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理に

ついては、責任者を定め、関係法令に従って行わなければならない。 

 

７) 記録・帳簿書類等 
民間事業者は、実施年度毎に本業務に関して作成した記録や会計に関す

る帳簿書類を、委託事業を終了し、又は中止した日の属する年度の翌年度

から起算して５年間保管しなければならない。 

 

８) 権利の譲渡 
民間事業者は、原則として本契約に基づいて生じた権利の全部又は一部

を第三者に譲渡してはならない。 

 

９) 権利義務の帰属等 
本業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触するとき

は、民間事業者は、その責任において、必要な措置を講じなければならな

い。 

 

10）一般的損害 
本業務を行うにつき生じた損害（本実施要項９．に記載した損害を除

く。）については、民間事業者がその費用を負担する。ただし、その損害

のうち、関東地方整備局の責に帰すべき事由により生じたものについて
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は、関東地方整備局が負担する。 

 
11）再委託の取扱い 
① 民間事業者（共同体を含む。）は本業務の実施に当たり、その全部を一括

して再委託してはならない。 

② 民間事業者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場

合は、原則として予め企画書において、再委託に関する事項（再委託先の

住所・名称、再委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要

性、再委託先の業務履行能力並びに報告徴収その他業務管理の方法）につ

いて記載しなければならない。なお、本業務における主たる部分を再委託

することはできない。本業務における主たる部分は、次のとおりとする。 

本業務における総合的企画、業務遂行管理、各業務手法の決定及び運営

維持管理業務履行者としての最終的な意思決定を行うための技術的判断

（本業務全体の企画立案及びマネジメント）。 

③ 民間事業者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合に

は、再委託に関する事項を明らかにしたうえで総括調査職員の承認を受け

なければならない。 

④ 民間事業者は、上記②及び③により再委託を行う場合には、民間事業者が

関東地方整備局に対して負う義務を適切に履行するため、再委託先の事業

者に対し前記「（４）秘密の保持」及び本項（「（６）契約に基づき民間

事業者が講ずべき措置」）に規定する事項その他の事項について必要な措

置を講じさせるとともに、再委託先から必要な報告を徴収することとする。 

⑤ 上記②から④までに基づき、民間事業者が再委託先の事業者に業務を実施

させる場合は、すべて民間事業者の責任において行うものとし、再委託先

の事業者の責めに帰すべき事由については、民間事業者の責めに帰すべき

事由とみなして、民間事業者が責任を負うものとする。 

 

12） 契約解除 
関東地方整備局は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約

を解除することができる。 

① 法第 22 条第１項第 1 号イからチ又は同項第 2号に該当するとき。   

② 暴力団員を業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになった

とき。 

③ 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していること

が明らかになったとき。 

 

13） 契約解除時の取扱い 
① 上記 12）に該当し、契約を解除した場合には、関東地方整備局は民間事業
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者に対し、当該解除の日までに当該サービスを契約に基づき実施した期間

にかかる委託費を支給する。 

② この場合、民間事業者は、契約金額から上記①の委託費を控除した金額の                

１００分の１０に相当する金額を違約金として関東地方整備局の指定する

期間内に納付しなければならない。 

③ 関東地方整備局は、民間事業者が前項の規定による金額を関東地方整備局

の指定する期日までに支払わないときは、その支払期限の翌日から起算し

て支払のあった日までの日数に応じて、年１００分の５の割合で計算した

金額を延滞金として納付させることができる。 

④ 関東地方整備局は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の

請求をすることができる。 

 

14） 委託内容の変更 
関東地方整備局及び民間事業者は、本件業務の質の向上の推進、または

その他やむを得ない事由により本契約の内容を変更しようとする場合は、

予め変更の理由を提出し、それぞれの相手方の承認を得なければならな

い。 

 

15） 契約の解釈 
本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と

関東地方整備局が協議するものとする。 

 

16） 業務計画書の提出 
契約を行う前に、民間事業者は業務計画書を提出し、その内容について

関東地方整備局と協議の上、承諾を得なければならい。 

 

17） 業務内容の変更 
業務計画書を変更しようとするときは、変更後の業務計画書について関

東地方整備局と協議を行い、関東地方整備局の承認を受けなければならな

い。この場合、委託費等の契約内容の変更の必要がある場合は、関東地方

整備局と協議し書面にてこれを定めるものとする。 
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９．民間事業者が対象公共サービスを実施するに当たり第三者に損害を加えた場合にお

いて、その損害の賠償に関し契約により民間事業者が負うべき責任（国家賠償法の

規定により国の行政機関等が当該損害の賠償の責めに任ずる場合における求償に応

ずる責任を含む。）に関する事項 

 

本契約を履行するにあたり、民間事業者又はその職員その他の当該公共サービス

に従事する者が、故意又は過失により、当該公共サービスの受益者等の第三者に損

害を加えた場合には、次に定めるところによる。 

 

（１）関東地方整備局が国家賠償法第１条第１項等に基づき当該第三者に対する賠償

を行ったときは、関東地方整備局は民間事業者に対し、当該第三者に支払った損

害賠償額（当該損害の発生について関東地方整備局の責めに帰すべき理由が存す

る場合は、関東地方整備局が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限

る。）について求償することができる。 

 

（２）民間事業者が民法第７０９条等に基づき当該第三者に対する賠償を行った場合

であって、当該損害の発生について関東地方整備局の責めに帰すべき理由が存す

るときは、民間事業者は関東地方整備局に対し、当該第三者に支払った損害賠償

額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償することが

できる。 
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10．対象公共サービスに係る法第７条第８項に規定する評価に関する事項 

 

（１）調査方法 

関東地方整備局は、民間事業者が実施した業務の内容について、その評価が的

確に実施されるように、実施状況の調査を行うものとする。 

 

（２）実施状況に関する調査の時期 

内閣総理大臣が行う評価の時期を踏まえ、平成２４年３月３１日時点における

状況を調査するものとする。 

 

（３）調査方法及び項目 

本実施要項 1.2 「サービスの質の設定」により設定した事項。 

     

（４）国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務有識者等委員会への報告 

上記調査項目に関する内容について、本業務の実施状況等を内閣総理大臣へ提

出するに当たり、国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務有識者等委員会に

報告を行い、意見を聴くものとする。 
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11．その他対象公共サービスの実施に関し必要な事項 

 

（１）対象公共サービスの実施状況等の監理委員会への報告及び公表 

民間事業者の実施状況については、国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業

務有識者等委員会に示す報告を踏まえ、関東地方整備局において年度毎に取りま

とめて監理委員会へ報告するとともに公表することとする。       

また、関東地方整備局は、民間事業者に対する会計法令に基づく監督・検査の

状況について、業務終了後に監理委員会へ報告するとともに、法第２６条及び法

第２７条に基づく報告聴取、立入検査、指示等を行った場合には、その都度、措

置の内容及び理由並びに結果の概要を監理委員会へ報告することとする。 

 

（２）関東地方整備局の監督体制 

１) 本契約に係る監督は、支出負担行為担当官が、自ら又は補助者に命じて、立

会い、指示その他の適切な方法によって行うものとする。 
２) 本業務の実施状況に係る監督は、本実施要項８．により行う。 

 

（３）民間事業者が負う可能性のある主な責務等 

１) 罰則等 
① 本委託事業における使用料の管理に従事する者は、刑法（明治 40 年法第

45 号）その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員と

みなされる。 

② 次のいずれかに該当する者は、法第 55 条の規定により 30 万円以下の罰金

に処されることとなる。 

・本実施要項８．（１）１）～３）による報告をせず、若しくは虚偽の報

告をし、又は本実施要項８．（１）４）による検査を拒み、妨げ、若しく

は忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした

者 

・正当な理由なく、本実施要項８．（３）による指示に違反した者 

③ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員が、そ

の法人又は人の業務に関し、上記②の違反行為をしたときは、法第 56 条の

規定により、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して前記②の刑を

科されることとなる。 

２) 会計検査について 
民間事業者は、公共サービスの内容が会計検査院法第22条に該当するとき、

又は同法第23条第１項第７号に規定する「事務若しくは業務の受注者」に該当

し、会計検査院が必要と認めるときには、同法第25条及び第26条により、会計

検査院の実施検査を受けたり、同院から直接又は国土交通省関東地方整備局を

通じて、資料・報告書等の提出を求められたり質問を受けたりすることがある。 
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（提出様式１－１） 
 

                    　　　　　競争参加資格確認申請書

 

 業務の名称  国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務 

 

 履行期限   平成  年  月  日 

 
 

 標記業務の企画書に基づく選定の参加について関心がありますので、技術資料を提出しま
す。 

 

平成  年  月  日 

 
 

 支出負担行為担当官 

 関東地方整備局長 

 菊川 滋 殿 

 

               提出者） 住 所 

                    電話番号 

                    ＦＡＸ 

                    会社名  ○○○○㈱ 

                    代表者  役職名  氏名  印 

 

               作成者） 担当部署 

                    氏名 

                    ＦＡＸ 

                    E-mail 
 

                           （共同企業体の場合は、以下のように記入すること。） 

                                   住 所 ：共同体事務所の所在地 

                                    電話番号：共同体事務所の電話番号 

                                        ＦＡＸ ：共同体事務所のＦＡＸ番号 

                                        会社名 ：○○○○業務 

                                         △△・○○共同体 

                                        代表者 ：△△㈱ 役職名  氏名 印 

                    

 

注）紙入札による場合は代表者印を押印して下さい。 
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（提出様式１－２） 
○企業の業務実績 

 

担当する分担業務：○○業務 

 

社名：○○ 

 

業務名 

 

発注者 

 

受注形態 

 

業務概要 

 

履行期間
○○○○○○○○○業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
内容種別 1 2 3 4 

○○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ・単独  
 ・共同企業体 
(・代表者・代表者

以外) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公園種別、○○施設（園地管理面
積約○㎡）、展示面積、業務内容
等を記載。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成○年○月
～ 

平成○年○月

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

 
内容種別 1 2 3 4 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
企業の延べ業務年数 

 

○ヶ月 

１級造園施工管理技士保有者数（植物管理業務のみ記入） 

平成２２年４月１日時点○名

注１：業務概要欄には業務の具体的内容が分かるよう記述する。 

注２：面積、植栽地の存在が分かる資料（施工図面、空中写真、地形図等）を添付す

る。図面等で植栽地の存在が証明できない場合は、図面等と照合できる現地写真を添

付する。 

注３:実績として記載した業務に係る契約書の写しを提出する。 

注４:複数の業務を記載する場合は行を追加して記入する。 

注５:記載する業務件数による評価は行わない。 

注６:内容種別欄は募集要項の「表１ 企業の業務実績等に関する要件」のa)～d)のいずれか

該当するものを選び○を記入する。 

注７：「表１ 企業の業務実績等に関する要件」の注意事項に沿って記載する。
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（提出様式１－３） 
○業務責任者の業務実績 

 

担当する分担業務： ○○業務 

 
 
ふ り が な

氏 名   

 
 
生年月日   年  月  日 

 

所属・役職 

 

 

業務名 発注者 受注形態 業務概要 期間 
総括責任者

の経験期間 

業務責任者

の経験期間

○○○○○○○○○業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
内容種別 1 2 3 4

○○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ・単独  
 ・共同企業体

(・代表者・代
表者以外) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公園種別、○○

施設（園地管理

面積約○㎡）、

展示面積、業務

内容等を記載。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成○年○月
～ 

平成○年○月
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成○年○月 
～ 

平成○年○月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成○年○月 
～ 

平成○年○月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○○○○○○○○○業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
内容種別 1 2 3 4

 
○○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 ・単独  
 ・共同企業体

(・代表者・代
表者以外) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
公園種別、○○

施設（園地管理

面積約○㎡）、

展示面積、業務

内容等を記載。

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
平成○年○月

～ 
平成○年○月
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
平成○年○月 

～ 
平成○年○月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総括責任者の延べ経験年数 ○年○ヶ月 

 
平成○年○月

～ 
平成○年○月

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業務責任者の延べ経験年数 ○年○ヶ月

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 保有資格（植物管理業務責任者のみ記入） 

 １級造園施工管理技士 （登録番号：        ）（取得年月日：  年  月  日） 

注１：業務概要欄には業務の具体的内容が分かるよう記述する。 

注２：面積、植栽地の存在が分かる資料（施工図面、空中写真、地形図等）を添付すること。図

面等で植栽地の存在が証明できない場合は、図面等と照合できる現地写真を添付する。 

注３:実績として記載した業務に係る契約書の写しを提出する。 

注４:複数の業務を記載する場合は行を追加して記入する。 

注５:記載する業務件数による評価は行わない。 

注６：企画書の提出時に雇用関係が無い場合は、業務開始時までに雇用関係にあることを約

束する念書等（任意書式）及び業務経験証明書（提出様式１－８）を添付する。 

注７:内容種別欄は募集要項の「表２ 配置予定者の業務実績に関する要件」のa)～d)のいず

れか該当するものを選び○を記入する。 

注８:「表２ 配置予定者の業務実績等に関する要件」の注意事項に沿って記載する。 
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（提出様式１－４）守秘性に関する要件 

 

○守秘義務に関し、下記の処置が講じられているか記載する。 

 
イ．社則等（守秘義務が明示されているものに限る）制定について 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
  ロ．守秘義務に関する研修、講習等の定期的な実施について 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

  
 
 

 
 
 

 
 
 

注１：守秘義務に関する規程を定めた社則等を添付すること。 
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（提出様式１－５）業務実施体制 
 

雇用形態  
提案する職務区分名

 
 

 
具体的な業務内容 

 
 

常勤 
 
 

非常勤
 
 

委託
 
 

 その他（具体的に）
 
 

資格、能力、実務経験
年数等（業務内容に対
する適切性について記
載） 

１週間の 
勤務時間 
 
 

 
備考 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
  ○ 
 
 

 
  － 
 
 

 
  － 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 ※ 組織図（業務実施のための管理機構）を添付する（任意様式）。 
 ※ 配置予定人員の枠が足りなければ、追加して記入する。 
 ※ 業務責任者が資格要件の条件を満たさない場合は特定しない。 
 ※ 備考欄には、履行期間中の常駐場所、共同企業体の場合は所属企業名を記載する。 
※ 発災時利用者避難誘導業務を行うことに留意して業務実施体制を提案すること。 
※ 加点項目の「ウ）基幹的広域防災拠点としての役割」は様式２－２－３とあわせ、本様式の記載内容も勘案して評価する。 
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（提出様式１－６）実施方針 

※ 別紙１国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務仕様書の「第１条 公園の目的」

、「第１７条 運営維持管理方針」に留意すること。 

※ 加点項目の「ウ）基幹的広域防災拠点としての役割」は様式２－２－３とあわせ、
本様式の記載内容も勘案して評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

※A4版２枚以内以内にまとめる(図表含む。)。 

※文字寸法は10.5ﾎﾟｲﾝﾄ以上。 
※年間業務計画書を添付する。それ以外の添付資料は認めない。
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（提出様式１－７）再委託の予定（協力企業の名称等） 

 

企 業 名      
 
 

 
代表者名

 
 

 
所 在 地      

 
 

 
再 委 託 す      
る理 由 及 び      

具体的内容      

分 担 業 務 内 容      

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 
企 業 名      

 
 

 
代表者名

 
 

 
所 在 地      

 
 

 
再 委 託 す      
る理 由 及 び      

具体的内容      

分 担 業 務 内 容      

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 
企 業 名      

 
 

 
代表者名

 
 

 
所 在 地      

 
 

 
再 委 託 す      
る理 由 及 び      

具体的内容      

分 担 業 務 内 容      

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 
企 業 名      

 
 

 
代表者名

 
 

 
所 在 地      

 
 

 
再 委 託 す      
る理 由 及 び      

具体的内容      

分 担 業 務 内 容      

 
 

 
 
 

 
 
 

 

注１：再委託の予定がある場合に記入する。
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（提出様式１－８）業務経験証明書 

 
ふ り が な

氏 名 

 

 

            

（   年  月  日生）

 
会社名 

 

 

 
 
 

 

 

業務実績 
 
 

    

 ○○業務の○○責任者として従事。 
 
 

 
 

従事期間 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
        

年    月    日 
～ 

年    月    日 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
備考 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

上記の通りであることを証明します。 

                            年  月  日 
 
 

                    住 所 

 

                    電話番号 

                    ＦＡＸ 

                    会社名  ○○○○㈱ 

 

                    代表者  役職名  氏名  印 
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（提出様式２－１） 

 

企画書 

 

 

 業務の名称  国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務 

 

 履行期限   平成  年  月  日 

 

 

標記業務について、企画書を提出します。 

 

 

                                                 平成  年  月  日 

 

 

 支出負担行為担当官 

 関東地方整備局長 

 菊川 滋 殿 

 

 

              提出者）住    所 

                  電話番号 

                  会 社 名 

                  代 表 者 役職名    氏      名    印 

 

              作成者）担当部署 

                  氏  名 

                  Ｆ Ａ Ｘ 

                  Ｅ－mail 

 

                           （共同企業体の場合は、以下のように記入すること。） 

                                   住 所 ：共同体事務所の所在地 

                                    電話番号：共同体事務所の電話番号 

                                        ＦＡＸ ：共同体事務所のＦＡＸ番号 

                                        会社名 ：○○○○業務 

                                         △△・○○共同体 

                                        代表者 ：△△㈱ 役職名  氏名 印 

                    

 

 注）紙入札方式による場合は代表者印を押印してください。 
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（提出様式２－２―１） 

ア）体験学習施設の利用者数の確保について 

※数値目標の設定とともにどのような取り組みによってそれを実現するか具体的に記述

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

※各項目毎にA4版2枚以内にまとめる。(図表を含む） 

※文字寸法は10.5ﾎﾟｲﾝﾄ以上。 

※ 添 付 資 料 は 認 め な い 。  
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（提出様式２－２―２） 

イ）利用者満足度の向上について 

※数値目標の設定とともにどのような取り組みによってそれを実現するか具体的に記述

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

※各項目毎にA4版2枚以内にまとめる。(図表を含む） 

※文字寸法は10.5ﾎﾟｲﾝﾄ以上。 

※ 添 付 資 料 は 認 め な い 。  
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 （提出様式２－２―３） 

ウ）基幹的広域防災拠点としての役割  

※基幹的広域防災拠点としての本公園の役割の理解、発災時に向けた体制、訓練、利用

者への本公園の役割についての理解促進のための取り組みについて記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

※各項目毎にA4版2枚以内にまとめる。(図表を含む） 

※文字寸法は10.5ﾎﾟｲﾝﾄ以上。 

※ 添 付 資 料 は 認 め な い 。  
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（提出様式２－２―４） 

エ）多様な利用プログラムの提供  

※災害に関する知識、技術、自助互助共助の意識の習得の観点から、屋外多目的広場を

含めた体験学習施設の運営プログラムの実施内容について記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

※各項目毎にA4版2枚以内にまとめる。(図表を含む） 

※文字寸法は10.5ﾎﾟｲﾝﾄ以上。 

※ 添 付 資 料 は 認 め な い 。  
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（提出様式２－２－５） 

 

○）○○について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

※各項目毎にA4版2枚以内にまとめる。(図表を含む） 

※文字寸法は10.5ﾎﾟｲﾝﾄ以上。 

※ 添 付 資 料 は 認 め な い 。  
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